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第２編 技術基準（法第３３条） 

 

第１章 趣旨 

この基準は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３３条に規定する開発許

可の基準に関し、その運用に必要な技術的細目を定め、適正な審査を行うことを目的

として定めるものです。 

 

第２章 道路（法第３３条第１項第２号、政令第２５条第１号～第５号、第２９条、

省令第２０条、第２０条の２、第２４条） 

道路に関する技術的細目は、この基準に定めるもののほか、久喜市道路の構造の技

術的基準等を定める条例（平成２５年３月２６日条例第２１号）及び久喜市移動円滑

化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例（平成２５年３月２６日条例

第２２号）の規定に準ずるものとします。 

なお、自己の居住の用に供する住宅を建築するための開発行為は、法第３３条第１

項第２号により、本章の基準は適用しません。 

 

１．敷地に接する道路（政令第２５条第２号） 

 

（１）敷地に接する 

  「敷地」とは、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の敷地の概念と同じも

ので、一の建築物又は用途不可分の関係にある二以上の建築物のある一団の土地を

意味します。 

「敷地に接する」とは、道路が敷地の隣にあるだけでなく、人や車両の出入りが

可能であること等機能的に道路と敷地が接続されていることをいいます。 

なお、建築物の建築を目的とする場合は、建築基準法第４３条の規定を満たすこ

とが必要です。 

 

（２）道路が当該予定建築物等の敷地に接するように配置 

「道路が当該予定建築物等の敷地に接するように配置されている」とは、本号で

定める最小幅員以上の幅員を有すると認められる道路が、敷地に接する箇所の終端

部から都市の根幹となる道路（国県道、幹線となる市道など）に接続するまで配置

されていることをいいます。 

したがって、各敷地から、都市の根幹となる道路までの間において、本号で規定

する最小幅員が確保されていることが必要です。 

なお、予定建築物等の敷地が直接都市の根幹となる道路に接している場合であっ

ても、その道路は、他の都市の根幹となる道路までの間において、本号で規定する

最小幅員が確保されていることが必要です。 

 



   

19 

 

概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）敷地に接する道路の最小幅員 

敷地が接する道路の最小幅員は、敷地の種類・規模に応じて政令第２５条第２号、

省令第２０条及び同第２０条の２で規定されています。 

最小幅員以上の幅員を有する道路とは、その幅員を必要とされている区間におい

て、最小幅員が確保されている道路をいいます。 

なお、最小幅員が確保されている道路は、開発行為によって既存道路を拡幅する

ことにより、最小幅員が確保されることとなる道路を含むこととします。この場合

において、既存道路は、原則として建築基準法第４２条第１項各号又は同条第２項

に規定する道路（以下「建築基準法上の道路」といいます。）に該当する道路に限

ることとします。ただし、建築基準法上の道路に該当しない道路であっても、袋路

状でなく、通行に支障がないと判断できる場合は、この限りではありません。 

※既存道路が建築基準法上の道路に該当せず、かつ、袋路状である場合、既存道

路の拡幅行為であっても、開発区域内に新たな道路を整備する行為（開発道路

の新設）と実質的に相違ないためです。 

 

（ア）原則（政令第２５条第２号本文、省令第２０条） 

原則として、敷地が接する道路の最小幅員は、次の表のとおりとします。 

予定建築物等の 

敷地の規模 

 用途 

 

１０００㎡未満 

 

１０００㎡以上 

住
宅 

自己用住宅 適用なし※ 適用なし※ 

それ以外の住宅 ６ｍ ６ｍ 

住宅以外の建築物 ６ｍ ９ｍ 

第１種特定工作物 ６ｍ ９ｍ 

※予定建築物等の敷地の規模は、複数の敷地における開発行為の場合、その複

数の敷地の面積の合計（開発区域の面積）とします。 

最小幅員以上の幅員を有
すると認められる道路が
配置されていること 

開発区域 

都市の根幹
となる道路 

最小幅員以上の幅員を有
すると認められる道路が
配置されていること 

開発区域 

他の 

都市の根幹
となる道路 

都市の根幹
となる道路 
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（イ）小区間で通行上支障がない場合（政令第２５条第２号本文） 

「小区間で通行上支障がない場合」に該当する開発行為は、敷地が接する道路

の最小幅員を４ｍ（法第３４条第１１号の規定に基づく開発行為の場合は、市条

例第３条の２に基づき５ｍ）にすることができます。 

「小区間で通行上支障がない場合」に関する取扱いは、次の表のとおりとしま

す。なお、具体的な取扱いの例は「４．開発区域内に設置される道路の例示」（Ｐ

３５）を参照してください。 

 

〇法第３４条第１１号の規定に基づく開発行為以外の開発行為 

対象となる道路 開発区域内に設置される道路 

予定建築物 住宅 

道路の延長等 道路の延長は、おおむね１２０ｍ以内であること。ま

た、利用者がその道路に面する敷地に居住する者等に

限られる道路配置となっており、通過交通の生じる可

能性が少ない場合であること。 

道路の最小幅員 ４ｍ 

 

〇法第３４条第１１号の規定に基づく開発行為 

対象となる道路 開発区域内に設置される道路 

予定建築物 専用住宅（賃貸の用に供するものを除く。） 

道路の延長等 道路の延長は、おおむね１２０ｍ以内であること。ま

た、利用者がその道路に面する敷地に居住する者等に

限られる道路配置となっており、通過交通の生じる可

能性が少ない場合であること。 

道路の最小幅員 ５ｍ 

 

※おおむねは２０パーセントを限度とする。 

 

 

（ウ）道路を整備しない開発行為に関する例外（政令第２５条第２号ただし書、省

令第２０条の２） 

本号のただし書が適用できる場合は、「開発区域の規模及び形状、開発区域の

周辺の土地の地形及び利用の態様等に照らして、これによることが著しく困難と

認められる場合」及び「環境の保全上、災害の防止上、通行の安全上及び事業活

動の効率上支障がないと認められる規模及び構造の道路で国土交通省令で定め

るものが配置されているとき」の二つの要件を備えている場合です。 

また、省令で定めるものとは、省令第２０条の２で規定されており、「開発区

域内に新たに道路が整備されない場合の当該開発区域に接する道路であること」
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と「道路の幅員が４ｍ以上であること」を要件としています。 

「開発区域内に新たな道路が整備されない場合」とは、開発道路の新設をしな

い場合を意味します。したがって、開発行為によって既存道路（原則として建築

基準法上の道路に該当するもの）を拡幅し、最小幅員以上の幅員を有する道路と

することは、「開発区域内に新たな道路が整備されない場合」に該当することと

します。 

本号のただし書は、既存道路に接して一敷地で行われる単体的な開発行為のみ

ならず、既存道路に接する敷地が複数ある場合であっても、新たに道路を整備し

ない（開発道路を新設しない）ときは、適用が可能です。（Ｐ３３の例１、例２） 

一方、開発区域内に新たに道路を整備する（開発道路を新設する）場合は、省

令第２０条の２第１号の要件に合致しないこととなるため、当該開発道路には本

号ただし書は適用できません。（Ｐ３４の例３、例４） 

具体的な取扱いの例は「３．政令第２５条第２号と政令第２５条第４号の道路

についての例示」（Ｐ３３）を参照してください。 

 

① 開発区域の規模及び形状、開発区域の周辺の土地の地形及び利用の態様等に

照らして、これによることが著しく困難と認められる場合 

この要件は、開発区域の規模及び形状、開発区域の周辺の地形・利用の態様

などの事項を総合的に判断して、本号本文の基準によることが著しく困難と客

観的にいえる場合をいいます。 

 

ア 開発区域の規模 

開発区域の規模が小さい場合等で、開発区域内に居住し、又は事業を営む

こととなる者の環境保全・防災・通行の安全・効率的な事業活動に与える影

響と比較し、本号本文の幅員の道路を配置することに伴う負担が著しく過大

と認められる場合等 

 

イ 開発区域の形状 

開発区域が扁平である場合等で、開発区域内において本号本文の幅員の道

路を配置することが著しく困難である場合や、開発区域の既存道路への接続

部分の間口が狭小である場合で、開発区域内に居住し、又は事業を営むこと

となる者の環境保全・防災・通行の安全・効率的な事業活動に与える影響と

比較し、本号本文の幅員の道路を配置することに伴う負担が著しく過大と認

められる場合等 

 

ウ 開発区域周辺の土地の地形 

開発区域周辺にがけや河川等が存在しているため、本号本文の幅員の道路

を配置することが著しく困難である場合等 
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エ 開発区域周辺の土地利用の態様 

既存道路沿いに建築物が連たんしているため、本号本文の幅員の道路を配

置することが著しく困難である場合等 

ここでいう連たんとは、建築物の数のみで判断されるべきものではなく、

開発区域内に居住し、又は事業を営むこととなる者の環境保全・防災・通行

の安全・効率的な事業活動に与える影響と比較し、本号本文の幅員の道路を

配置することに伴う負担が著しく過大と認められること等を総合的に勘案

して判断します。 

 

② 環境の保全上、災害の防止上、通行の安全上及び事業活動の効率上支障がな

いと認められる規模及び構造であり幅員４ｍ以上を備える道路 

 

ア 環境の保全上支障がない規模・構造 

環境の保全上支障がないとは、開発区域内に居住・事業することとなる者

のために、良好な市街地の環境を確保する観点から、日照、通風、採光など

の点で支障がないことをいいます。 

 

イ 災害の防止上支障がない規模・構造 

災害の防止上支障がないとは、開発区域内に居住・事業することとなる者

の避難活動上支障がないこと、消防活動上支障がないことをいいます（消防

車・救急車などが進入可能であること、消防水利が適切に確保されているこ

と等）。 

 

ウ 通行の安全上支障がない規模・構造 

通行の安全上支障がないとは、開発区域内に居住・事業することとなる者

の通行について、車両通行の安全、歩行者通行の安全の二点について、支障

がないことをいいます。 

車両通行の安全上支障がないとは、通過交通が少なく、かつ、一日あたり

の車両の交通量も少ないことをいいます（車両の交通量については、道路構

造令で規定される計画交通量等を参考にします）。 

歩行者通行の安全上支障がないとは、歩行者の数が多くないことをいいま

す（大規模集合住宅、大規模商業施設等の大規模集客施設や大規模流通業務

施設等は通常該当しないと考えられます）。 

 

エ 事業活動の効率上支障がない規模・構造 

事業活動の効率上支障がないとは、開発区域内で事業を行うこととなる者

の事業活動に支障が生じないことをいいます。 

 

以上を踏まえ、予定建築物等の用途、開発区域の面積の相関関係などを考
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慮し、環境の保全上、災害の防止上、通行の安全上及び事業活動の効率上支

障がない規模・構造の道路幅員の目安として次のとおり取り扱います。 

 

〇法第３４条１１号の規定に基づく開発行為以外の開発行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇法第３４条第１１号の規定に基づく開発行為 

 

 

 

 

 

 

（４）道路の幅員 

道路の幅員は、道路としての形状がある区域の幅員をいいます。この基準は、既

存道路、開発区域内の新設道路（開発道路）のいずれにも適用します。詳細は（ア）

のとおりです。 

なお、既存道路の場合は、（イ）の基準も適用します。 

 

（ア）道路としての形状がある区域の幅員 

「道路としての形状がある区域の幅員」とは、道路構造令に規定する歩道及び

自転車道又は自転車歩行者道、車道、中央帯及び路肩の区域の幅員をいいます。 

したがって、道路として通行することができない部分（法面の部分、蓋のない

側溝や水路の部分、転落防止柵等の路上施設の部分等）は、道路の幅員に算入す

ることはできません。 

なお、歩車道を分離するための防護柵等の路上施設については、当該路上施設

の両側（歩道及び車道の両方）が通行可能であるため、当該路上施設の部分も含

予定建築物等の用途 開発区域の面積 道路幅員 

住宅の場合 ０．３ヘクタール未満 ４．０ｍ以上 

０．３ヘクタール以上 

０．６ヘクタール未満 
４．５ｍ以上 

０．６ヘクタール以上 

１．０ヘクタール未満 
５．５ｍ以上 

住宅以外の場合 ０．１ヘクタール未満 ４．０ｍ以上 

０．１ヘクタール以上 

５．０ヘクタール未満 
６．０ｍ以上 

５．０ヘクタール以上 

２０．０ヘクタール未満 
６．５ｍ以上 

特定工作物の場合 すべての場合 ６．０ｍ以上 

予定建築物の用途 開発区域の面積 道路幅員 

専用住宅（賃貸の用

に供するものを除

く。） 

０．６ヘクタール未満 ５．０ｍ以上 

０．６ヘクタール以上 

１．０ヘクタール未満 
５．５ｍ以上 
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めて道路の幅員とします。 

また、通行に支障がないと判断できる工作物（電柱やカーブミラー等）につい

ては、当該工作物の部分も含めて道路の幅員とします。ただし、既存道路を拡幅

する開発行為であって、かつ、拡幅後の既存道路の通行に支障となる位置に当該

工作物がある場合は、開発行為において拡幅後の既存道路の通行に支障とならな

い位置に当該工作物を移設することが必要です。 

以上を踏まえ、道路としての形状がある区域の幅員は、次の図のとおり判断し

ます。 

 

 

図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路幅員 

道路敷 

車道 歩道 路肩 歩道 路肩 

道路幅員 

道路幅員 

蓋なし 

道路幅員 

蓋あり 

道路幅員 

道路幅員 

蓋なし 

歩車道を分離するための防護柵等の路上施設

の有無は、道路の幅員の判断に影響しない 

通行することが

できない部分 

通行することが

できない部分 

通行することが

できない部分 
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〇通行に支障がないと判断できる工作物の取扱いに関する例示 

 

・例１：幅員４．０ｍの既存道路があり、当該既存道路を拡幅しない場合 

条件：幅員４．０ｍ以上の政令第２５条第２号の道路（２号道路）が必要な開

発行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・例２：幅員４．０ｍの既存道路があり、開発行為において当該既存道路を拡幅

する場合 

条件：幅員４．０ｍ以上の２号道路が必要な開発行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例     ：２号道路適用範囲     ：既存道路の拡幅部分 

  

      ：道路区域の幅員    ：既存道路の拡幅後の幅員  

 

      ：電柱（既存）    ：電柱（移設後） 

既存道路（２号） 

根幹となる道路 開発区域 

４．０ｍ 

移設する必要なし。 

移設する必要なし。 

道路区域内に移設する場合
は、道路管理者の同意を得
ること。 

既存道路（２号） 

根幹となる道路 開発区域 

３．０ｍ ４．０ｍ 

通行の支障とならない

位置に移設する。 

移設する必要なし。 
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（イ）既存道路の幅員 

 既存道路の幅員は、次の表のとおりとします。 

既存道路の種類 既存道路の幅員 

既に一般交通の用に供されている

道路 

当該道路の管理者が道路として管

理している幅員 

建築基準法第４２条第１項第４号

に規定する道路 

当該道路の幅員 

※道路の管理者は、公道の場合は道路法に定める管理者、私道の場合は所有者

（管理者を別に定めている場合はその定められた者）とします。 

※私道の場合は、個別の事例に応じて、管理者との協議により管理者が道路と

して管理している幅員を判断します。 

 

 

〇公道の場合の例示 

 

・道路区域内に管理者と異なる土地権利者がいる場合 

 道路管理者への移管が完了していない土地があったとしても、道路管理者が道

路区域として管理している場合は、当該部分を含めて道路の幅員と判断します。 

 なお、（ア）に記したとおり、あくまでも道路としての形状がある区域の幅員

のみについて、有効な道路幅員として判断することから、道路区域であっても、

法面や蓋のない水路等の部分は道路の幅員に算入できません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例     ：道路区域    ：道路区域の幅員  

  

道路区域として認定

されている範囲 

道路区域として認定されて

いる範囲に含まれている

が、道路管理者への移管が

完了していない部分 

公図の写し 
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・建築基準法第４２条第２項に規定する道路（２項道路）があり、当該２項道路

が後退済みであっても、後退部分が道路区域に含まれていない場合 

条件：幅員４．０ｍ以上の２号道路が必要な開発行為 

判断：２号道路の適用範囲は、道路管理者が管理している道路区域に限られま

す。このため、都市の根幹となる道路まで、現況（見た目）の幅員が４．

０ｍあったとしても、道路区域の幅員は３．５ｍしかないことから、２

号道路の基準に適合しないと判断します。 

なお、開発行為前に、道路区域外の２項道路後退部分を道路管理者に寄

附採納することで、道路区域の幅員を４．０ｍにする場合は、２号道路

の基準に適合すると判断します。 

ただし、道路管理者及び道路区域外の２項道路後退部分の土地権利者と

の協議（同意）が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例     ：２号道路適用範囲     ：道路区域外の２項道路後退部分 

  

      ：道路区域の幅員     ：現況（見た目）の幅員  

 

 

 

都市の根幹

となる道路 

３．５ｍ 

４．０ｍ ３．５ｍ 
２項道路 

開発区域 

既存 

建物 

既存建物 

 

既存建物 

既存建物 

 
既存建物 

 

既存建物 

既存 

建物 

道路中心線 ２項道路後退線 

４．０ｍ 
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２．開発区域内の主要な道路が接続する道路（政令第２５条第４号） 

 

（１）開発区域内の主要な道路が接続する道路 

開発区域内の主要な道路は、開発区域と接する箇所の終端部から都市の根幹とな

る道路に接続するまでの区間、原則として基準で定められた最小幅員以上の幅員を

有すると認められる開発区域外の道路に接続していることが必要です。 

なお、最小幅員以上の幅員を有すると認められる開発区域外の道路は、開発行為

によって既存道路を拡幅することにより、最小幅員が確保されることとなる道路を

含むこととします。この場合において、既存道路は、原則として建築基準法上の道

路に該当する道路に限ることとします。ただし、建築基準法上の道路に該当しない

道路であっても、袋路状でなく、通行に支障がないと判断できる場合は、この限り

ではありません。 

また、本号と同様の趣旨で設けられている政令第２５条第２号の基準と同様に、

開発区域内の主要な道路が直接都市の根幹となる道路に接している場合であって

も、その道路は、他の都市の根幹となる道路までの間において、本号で規定する最

小幅員が確保されていることが必要です。 

 

概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）開発区域内の主要な道路が接続する道路の最小幅員 

開発区域内の主要な道路が接続する開発区域外の道路が、原則として確保しなけ

ればならない最小幅員は、次の表のとおりです。 

用 途 幅 員 

住宅以外 ９ｍ 

住宅 ６．５ｍ 

 

なお、例外として、開発区域周辺の道路状況によりやむを得ないと認められると

きは、車両の通行に支障がない道路に接続していれば支障ありません。 

都市の根幹となる道路 

最小幅員以上の幅員の道

路が配置されている区間 

開
発
区
域 

他の都市の根幹となる道路 

 

最小幅員以上の幅員の道

路が配置されている区間 

 

開
発
区
域 

 

都市の根幹となる道路 
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 （ア）開発区域周辺の道路状況によりやむを得ないと認められるとき 

「開発区域周辺の道路状況によりやむを得ないと認められるとき」とは、開発

しようとする土地の周辺に関し、上記の表の用途に応じた幅員以上の道路が現に

存在していない場合で、やむを得ない理由があるときをいいます。 

なお、やむを得ない理由は、本号と同様の趣旨で設けられている政令第２５条

第２号ただし書に規定する「開発区域の規模及び形状、開発区域周辺の土地の地

形及び利用の態様等に照らして、これによることが著しく困難と認められる場

合」に関する項目（１．（３）（ウ）①）で示した基準をもとに判断します。 

 

（イ）車両の通行に支障がない道路 

「車両の通行に支障がない道路」とは、車両通行の安全と歩行者通行の安全の

両方を加味した上で、開発行為によって発生することが予想される車両がすれ違

うのに支障がない幅員を有する道路のことをいいます。 

予定建築物等の用途、開発区域の面積の相関関係などを考慮し、次のとおり取

り扱います。 

 

〇法第３４条１１号の規定に基づく開発行為以外の開発行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇法第３４条第１１号の規定に基づく開発行為 

 

 

 

 

 

 

予定建築物の用途 開発区域の面積 道路幅員 

住宅の場合 

 

 

０．３ヘクタール未満 ４．０ｍ以上 

０．３ヘクタール以上 

０．６ヘクタール未満 
４．５ｍ以上 

０．６ヘクタール以上 

１．０ヘクタール未満 
５．５ｍ以上 

１．０ヘクタール以上 

２０．０ヘクタール未満 
６．０ｍ以上 

住宅以外の場合 ０．１ヘクタール未満 ４．０ｍ以上 

０．１ヘクタール以上 

５．０ヘクタール未満 
６．０ｍ以上 

５．０ヘクタール以上 

２０．０ヘクタール未満 
６．５ｍ以上 

特定工作物の場合 すべての場合 ６．０ｍ以上 

予定建築物の用途 開発区域の面積 道路幅員 

専用住宅（賃貸の

用に供するものを

除く。） 

０．６ヘクタール未満 ５．０ｍ以上 

０．６ヘクタール以上 

１．０ヘクタール未満 
５．５ｍ以上 

１．０ヘクタール以上 

２０．０ヘクタール未満 
６．０ｍ以上 
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（３）袋路状道路への連結 

開発区域内の主要な道路が、既存の袋路状道路に連結し、一つの道路として機能

するような道路配置計画（袋路状道路を延長するような道路配置計画）の場合は、

その袋路状道路部分も開発区域内の道路（いわゆる取付道路）とみなします。 

よって、このような場合は、その袋路状道路が接続する道路を、開発区域内の主

要な道路が接続する道路として取り扱います。 

 

概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）道路の幅員 

道路幅員の考え方は、本号と同様の趣旨で設けられている政令第２５条第２号の

基準を準用します。詳細は１．の（４）を参照してください。 

なお、「通行に支障がないと判断できる工作物」に関する基準については、次の

とおり読み替えます。 

『また、通行に支障がないと判断できる工作物（電柱やカーブミラー等）につい

ては、当該工作物の部分も含めて道路の幅員とします。ただし、既存道路を拡幅す

る開発行為又は開発道路を新設する行為であって、かつ、拡幅後の既存道路又は新

設する開発道路の通行に支障となる位置に当該工作物がある場合は、開発行為にお

いてこれらの道路の通行に支障とならない位置に当該工作物を移設することが必

要です。』 

 

 

 

 

 

 

開発区域 

４号の基準によ
る最小幅員が配
置されている区
間 

既存の袋路状道路 

都市の根幹となる道

路 
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〇通行に支障がないと判断できる工作物の取扱いに関する例示 

 

・例１：幅員４．０ｍの既存道路があり、当該既存道路を拡幅しない場合 

条件：幅員４．０ｍ以上の政令第２５条第４号の道路（４号道路）が必要な開

発行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例     ：４号道路適用範囲     ：既存道路の拡幅部分 

  

      ：道路区域の幅員    ：既存道路の拡幅後の幅員  

 

      ：電柱（既存）    ：電柱（移設後） 

 

 

 

開発道路 

既存道路（４号） 

根幹となる道路 開発区域 

４．０ｍ 

移設する必要なし。 

移設する 
必要なし。 

通行の支障と
ならない位置
に移設する。 

道路区域内に移設する場
合は、道路管理者の同意
を得ること。 

道路区域内に移設する
場合は、道路管理者の
同意を得ること。 
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・例２：幅員４．０ｍの既存道路があり、開発行為において当該既存道路を拡幅

する場合 

条件：幅員４．０ｍ以上の４号道路が必要な開発行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例     ：４号道路適用範囲     ：既存道路の拡幅部分 

  

      ：道路区域の幅員    ：既存道路の拡幅後の幅員  

 

      ：電柱（既存）    ：電柱（移設後） 

開発道路 

既存道路（４号） 

根幹となる道路 開発区域 

３．０ｍ ４．０ｍ 

移設する必要なし。 
道路区域内に移設する場合
は、道路管理者の同意を得
ること。 

通行の支障とならない
位置に移設する。 

通行の支障と
ならない位置
に移設する。 
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３．政令第２５条第２号と政令第２５条第４号の道路についての例示 

  ※政令第２５条第２号（以下「２号」という。）と政令第２５条第４号（以下「４

号」という。）の適用関係について説明するものであり、その他の基準への適

合性について例示するものではありません。 

 

（１）開発区域内に新たに道路が整備されない場合 

 

・例１：既存道路に接して行われる一敷地の単体的な開発行為の例 

既存道路には２号の規定が適用されます。２号ただし書の適用は可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・例２：既存道路に接する敷地が複数ある例 

 既存道路には２号の規定が適用されます。２号ただし書の適用は可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例    ：敷地出入口 

既存道路 
（２号 ※２号ただし書適用可） 

敷地１ 

根幹となる道路 開発区域 

 

既存道路 
（２号 ※２号ただし書適用可） 

敷地４ 敷地１ 敷地２ 敷地３ 

根幹となる道路 開発区域 
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（２）開発区域内に新たに道路が整備される場合 

 

・例３：新設道路に各敷地が接する例 

開発道路には２号、既存道路には４号の規定が適用されます。開発道路に２号た

だし書の適用はできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・例４：新設道路があるが、既存道路のみに接する敷地がある例 

  開発道路には２号、既存道路には４号の規定が適用されます。開発道路に２号た

だし書の適用はできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例    ：敷地出入口 

      ：道路出入口 

開発区域 

敷地１ 

根幹となる道路 

既存道路（４号） 

敷地２ 

敷地３ 

敷地４ 

開発道路（２号 ※２号ただし書適用不可） 

開発区域 

敷地１ 

根幹となる道路 

既存道路（４号） 

敷地２ 

敷地３ 

敷地４ 

開発道路（２号 ※２号ただし書適用不可） 

敷地５ 

敷地６ 
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４．開発区域内に設置される道路の例示 

開発区域内に設置される道路（開発道路）は、「３．政令第２５条第２号と政令第

２５条第４号の道路についての例示」（Ｐ３３）のとおり、２号ただし書を適用する

ことができない２号道路です。 

したがって、例えば、予定建築物等の用途が住宅（自己居住用を除く。）の場合、

開発道路の最小幅員は原則として６ｍとなります（１．（３）（ア））。ただし、小区間

で通行上支障がない場合は、開発道路の最小幅員を４ｍ（法第３４条第１１号の規定

に基づく開発行為の場合は、市条例第３条の２に基づき５ｍ）にすることができます

（１．（３）（イ））。 

本項は、開発道路に関し、原則として必要な幅員及び小区間で通行上支障がない場

合において必要な幅員の関係について説明するものであり、その他の基準への適合性

について例示するものではありません。 

 

（１）開発区域内に設置される道路（開発道路）の延長 

開発道路の延長は、開発道路の道路中心線の起点から終点までの距離とします。 

 

〇袋路状道路の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇袋路状でない道路（通り抜け道路）の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道
路
中
心
線 

４号道路 

開発道路 

（２号道路） 

起点 

終点 

道
路
中
心
線 

４号道路 

開発道路 

（２号道路） 

起点 開発道路 

（２号道路） 

終点 

他の２号道路、４号

道路又は幅員４ｍ以

上の接続先道路 

道路中心線 
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（２）小区間で通行上支障がない場合の例示 

小区間で通行上支障がない場合は、開発道路の延長がおおむね１２０ｍ以内であ

って、かつ、利用者がその道路に面する敷地に居住する者等に限られる道路配置と

なっており、通過交通の生じる可能性が少ない場合をいいます。 

なお、予定建築物の用途は、住宅（法第３４条第１１号の規定に基づく開発行為

の場合は、市条例第４条に基づき専用住宅（賃貸の用に供するものを除く。））に限

られます。 

 

（ア）袋路状道路の場合 

袋路状道路の場合は、「利用者がその道路に面する敷地に居住する者等に限ら

れる道路配置となっており、通過交通の生じる可能性が少ない場合」に該当する

と判断します。また、「５．袋路状道路」（Ｐ４１）の基準も満たす必要があるた

め、開発道路の延長はおおむね６０ｍ以内で設計する必要があります。 

これらのことから、袋路状道路の場合は、小区間で通行上支障がない場合に該

当します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例   ：道路出入口    ：開発道路の終点 

               ：開発道路の起点 

 

 

（イ）袋路状でない道路（通り抜け道路）の場合 

通り抜け道路の場合は、袋路状道路と異なり、様々な道路配置計画が想定され

るため、「利用者がその道路に面する敷地に居住する者等に限られる道路配置と

なっており、通過交通の生じる可能性が少ない場合」に該当するかどうかについ

て、既存道路や開発道路の配置の状況に応じて、個別に判断する必要があります。 

 

開発区域 

既存道路（４号） 

開発道路（２号） 

おおむね６０ｍ以内 
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〇小区間で通行上支障がない場合に該当する通り抜け道路の例 

 ※開発道路の最小幅員は、４ｍ（法第３４条第１１号の規定に基づく開発行為の

場合は５ｍ）とすることができます。 

 

・例１ 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

・例２ 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例   ：道路出入口    ：開発道路の終点 

               ：開発道路の起点 

  

開
発
区
域 

 

既存道路 

既存道路（４号） 

開発道路（２号） 

おおむね１２０ｍ以内 

既存道路（４号） 

開発道路（２号） 

開発区域 

おおむね１２０ｍ以内 
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・例３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・例４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例   ：道路出入口    ：開発道路の終点 

               ：開発道路の起点 

 

既存道路（４号） 

開発道路（２号） 

開発区域 

既存道路 

おおむね１２０ｍ以内 

既存道路 

既存道路（４号） 

開発道路②（２号） 

開発区域 

既存道路 開発道路①（２号） 

おおむね１２０ｍ以内 

おおむね１２０ｍ以内 

既存道路 
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〇小区間で通行上支障がない場合に該当しない通り抜け道路の例 

 ※開発道路と既存道路が一体的に機能する道路配置となる場合であって、全体の

道路延長がおおむね１２０ｍを超える場合は、開発道路と取付道路の幅員は、

それぞれ原則どおり６ｍが必要となります。 

 

・例１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・例２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例   ：道路出入口    ：開発道路の終点 

               ：開発道路の起点 

既存道路（４号） 

開発道路（２号） 

開発区域 

既存道路 

おおむね 
１２０ｍ以内 

既存道路 

おおむね１２０
ｍを超える延長 

開発道路の幅員 

既存道路（４号） 

開発道路（２号） 

開発区域 

既存道路 

おおむね 
１２０ｍ以内 

おおむね１２０
ｍを超える延長  
 

取付道路の幅員 

取付道路の幅員 

開発道路の幅員 
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・例３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①②③の距離の合計が、
おおむね１２０ｍを超え
る延長 

既存道路（４号） 

開発道路（２号） 

開発区域 

おおむね 
１２０ｍ以内 

① 

② 

③ 

取付道路の幅員 

取付道路の幅員 

開発道路の幅員 
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５．袋路状道路（省令第２４条第５号） 

本号は、道路は原則として袋路状ではないこと（Ｐ字状の道路を含む。）を規定し

ています。その例外として、ただし書で、避難上及び車両の通行上支障がない場合は、

袋路状道路でもよいとする緩和規定を設けています。 

 

（１）道路は、袋路状でないこと 

「道路は、袋路状でない」とは、区域内道路の一方は、政令第２５条第２号又は

第４号に規定する道路に接続し、もう一方は４．０ｍ以上の幅員を有する道路に接

続していることをいいます。 

政令第２５条第２号又は第４号において、道路の最小幅員を４．０ｍとしている

ことから、通り抜け先の道路幅員も４．０ｍを基準とします。 

なお、新たに供用開始される道路（整備工事に着手しており、開発行為の完了と

ほぼ同時期に供用開始が見込める道路）に接続し袋路状でなくなるものは、袋路状

でないとみなします。 

 

（２）袋路状道路 

袋路状道路の基準となる避難上及び車両の通行上支障がない場合は、（ア）及び

（イ）のとおりとします。 

 

（ア）避難上支障がない場合 

「避難上支障がない」とは、通り抜けと同程度の避難機能が確保されているこ

とをいいます。したがって、袋路状道路となる道路の終端部が、歩行者専用道路

や公園等の公共施設に接続され、通り抜け道路と同様に二方向への避難が可能な

計画は、避難上支障がないと判断します。 

また、小規模な開発行為であって、かつ、避難用通路を設けることが周辺地域

の公共施設配置状況や地形的条件から困難な場合は、避難用通路を設けなくても

やむを得ないとします。この場合において、小規模な開発行為は、開発区域の面

積が１０００㎡未満の開発行為とします。 

なお、避難用通路が適切に機能するためには、一定水準以上の幅員、構造を満

たす避難用通路でなければいけません。このため、避難用通路を新設する場合は、

道路構造令に規定する歩行者専用道路の基準を満たす設計を基準とし、既存の公

共施設を避難用通路として使用する場合は、当該公共施設が幅員２．０ｍ以上で

あり、かつ、通行可能な構造で設計されていることを基準とします。 

また、開発道路や避難用通路から公共施設に接続するにあたっては、当該公共

施設に開口部を設けることや、当該公共施設を避難用通路として利用すること等

について、当該公共施設管理者から同意を得る必要があります（法第３２条）。 

 

（イ）車両の通行上支障がない場合 

「車両の通行上支障がない場合」とは、道路の幅員が基準で定められた幅員を
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確保したものであること、袋路状となる道路の延長距離が極めて小区間であるこ

と、必要に応じて転回広場を設置すること、これら全てを満たす場合をいいます。 

したがって、車両の通行上支障がない場合は、次の全てを満たす場合とします。

なお、既存の袋路状道路を延長し、又は接続して、開発区域内に袋路状道路を設

置する場合は、既存の袋路状道路も含めて満たすことが必要です。 

① 道路の幅員については、政令第２５条第２号又は第４号で規定する最小幅

員を満たすこと（政令第２５条第２号及び第４号の基準は別に設けている

ため、本号の基準では記載しない。）。 

② 袋路状道路の延長は、おおむね６０ｍ以内であること。 

③ 転回広場は、建築基準法第４２条第１項第５号に規定する道路の位置指定

に関する基準に準じて設計すること。 

 

 

省令第２４条第５号審査基準 

１ 袋路状でない場合 

区域内道路の一方は、政令第２５条第２号又は第４号に規定する道路に接続し、

もう一方は、４．０ｍ以上の幅員を有する道路に接続していること。 

 

２ 避難上及び車両の通行上支障がない場合 

（１）避難上支障がない場合とは、以下のア及びイに該当する場合とする。 

ア 道路配置計画が以下の事項のいずれかに該当すること。 

（ア） 袋路状道路の終端が、避難用通路、公園等災害時に避難することが可

能な公共施設（既存の公共施設の場合は、その公共施設が２．０ｍ以上の

幅員を有しており、かつ、通行可能な構造で設計されているものに限る。）

に接続し、かつ、その公共施設が他の４．０ｍ以上の幅員を有する道路に

接続しているもの。 

（イ） 袋路状道路の終端が、将来計画されている公園等災害時に避難するこ

とが可能な公共施設に接続することが予定され、その公共施設が整備事業

に着手され、かつ、他の４．０ｍ以上の幅員を有する道路に接続する予定

のもの。 

（ウ） 開発区域及び周辺地域の地形並びに道路配置状況等により（ア）及び

（イ）とすることが困難な場合であって、開発区域の面積が１，０００㎡

未満のもの。 

イ 袋路状道路の終端に接続する避難用通路を新たに計画する場合は、道路構

造令で規定する歩行者専用道路の基準を満たす幅員（２．０ｍ以上）、構造で

設計されていること。 

（２）車両の通行上支障がない場合 

車両の通行上支障がない場合とは、以下のすべてに適合するように設計されて

いる場合とする。 
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ア 袋路状道路の延長は、袋路状ではない道路と接続する箇所と当該袋路状道

路の終端部との間が、おおむね６０ｍ以内であること。 

イ 道路幅員が６．０ｍ未満であり道路延長が３５ｍを超える場合は、道路の終

端部及び３５ｍ以内ごとに、「道路の位置の指定、変更及び廃止の取扱い基準

の一部改正について」（平成１４年４月１日付、建指第２号）における「令第

１４４条の４第１項第１号ハによる自動車転回広場の基準」に準じた自動車

の転回広場が設けられていること。 

 

※「おおむね」とは２０パーセントを限度とする。 

 

 

 

例示 

 

〇袋路状でない道路の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例   ：敷地出入口 

     ：道路出入口 

 

 

 

 

 

開
発
区
域 

敷地１ 

既存道路（４号） 

敷地２ 

敷地３ 

敷地４ 

既存道路 
４．０ｍ以上 

開発道路（２号） 
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〇袋路状道路の例 

 ・避難上支障がない場合の例１：将来計画されている公園等に接続する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・避難上支障がない場合の例２：法定外公共施設等を避難用通路とする場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例   ：敷地出入口 

     ：道路出入口 

 

既存道路 

既存道路（４号） 

既存の法定外公共施設等 

敷地１ 

敷地２ 

敷地３ 

敷地４ 

４．０ｍ以上 

幅員２．０ｍ以上 
通行可能な構造 

避難用通路となる部分 

開
発
区
域 

開発道路（２号） 

 

既存道路（４号） 

将来計画されている公園等
（整備事業に着手されてい
るものに限る。） 

敷地１ 

敷地２ 

敷地３ 

敷地４ 

４．０ｍ以上 

開
発
区
域 

開発道路（２号） 

既存道路 
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・避難上支障がない場合の例３：避難用通路を新設する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・避難上支障がない場合の例４：避難用通路を新設し、法定外公共施設等を避難用

通路とする場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例   ：敷地出入口 

     ：道路出入口 

敷地１ 

既存道路（４号） 

敷地２ 

敷地３ 

敷地４ 

既存道路 
４．０ｍ以上 

避難用通路（新設） 

道路構造令で規定
する歩行者専用道
路の基準を満たす
幅員（２．０ｍ以
上）、構造で設計さ
れているもの 

開
発
区
域 

開発道路（２号） 

道路構造令で規定
する歩行者専用道
路の基準を満たす
幅員（２．０ｍ以
上）、構造で設計さ
れているもの 

幅員２．０ｍ以上 
通行可能な構造 

避難用通路（新設） 

既存の法定外 
公共施設等 

敷地１ 

既存道路（４号） 
 

敷地２ 

敷地３ 

敷地４ 

開発道路（２号） 

避難用通路 
となる部分 

既存道路 
４．０ｍ以上 

開
発
区
域 

敷地５ 

敷地６ 

既存建物 既存建物 
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 ・避難上支障がない場合の例５：避難用通路の接続先となる道路がない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例   ：敷地出入口 

     ：道路出入口 

 

 

開発区域（※開発面積１０００㎡未満に限る。） 

敷地１ 

既存道路（４号） 

敷地３ 

敷地４ 

敷地６ 

開発道路（２号） 

敷地２ 敷地５ 

既存建物 既存建物 既存建物 

既存建物 

既存建物 

既存建物 

既存道路 
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・車両の通行上支障がない場合の例１：開発道路の幅員４．０ｍ以上６．０ｍ未満

（※）で、転回広場を設けない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・車両の通行上支障がない場合の例２：開発道路の幅員４．０ｍ以上６．０ｍ未満

（※）で、転回広場を設ける場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※法第３４条第１１号の規定に基づく開発行為の場合は、５．０ｍ以上６．０ｍ未

満です。 

 

凡例   ：敷地出入口    ：開発道路の終点 

     ：道路出入口    ：開発道路の起点 

開発道路の幅員 
４．０ｍ以上 
６．０ｍ未満 

（※） 

既存道路（４号） 

袋路状道路の延長 
（開発道路の起点から
開発道路の終点まで） 
３５ｍ以内 

開発区域 

開発道路の幅員 
４．０ｍ以上 
６．０ｍ未満 

（※） 

既存道路（４号） 

袋路状道路の延長 
（開発道路の起点から
開発道路の終点まで） 
おおむね６０ｍ以内 

開発区域 

３５ｍ以内 

３５ｍ以内 
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・車両の通行上支障がない場合の例３：開発道路の幅員６．０ｍ以上の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例   ：道路出入口    ：開発道路の終点 

               ：開発道路の起点 

開発道路の幅員 
６．０ｍ以上 

既存道路（４号） 

袋路状道路の延長 
（開発道路の起点から
開発道路の終点まで） 
おおむね６０ｍ以内 

開発区域 
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〇既存道路が袋路状道路である場合の袋路状道路の例（幅員と延長の考え方の例示） 

 ※袋路状道路の延長、開発道路の幅員及び既存袋路状道路の幅員が審査基準を満た

す必要があります。 

 

 ・例１：既存の袋路状道路を延長する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・例２：既存の袋路状道路に接続する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例   ：道路出入口    ：開発道路の終点   ：既存道路の終点 

               ：開発道路の起点   ：既存道路の起点 

既存道路 
（４号） 

開発区域 

既存袋路状 
道路の幅員 

開発道路の幅員 

袋路状道路の延長 
（既存袋路状道路の
起点から開発道路の
終点まで） 
①＋②の距離 

水路 
 

① 

② 

既存道路（４号） 

開発区域 

既存袋路状道路の幅員 

開発道路の幅員 

袋路状道路の延長 
（既存袋路状道路の
起点から開発道路の
終点まで） 
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６．街角の切り取り（隅切り）（省令第２４条第６号） 

本号は、開発区域内の道路について、街角の切り取り（いわゆる「隅切り」）を設

けることを規定しています。 

一定の視距を確保することと円滑な自動車交通を確保するため、歩道のない道路が

同一平面で交差し、又は接続する箇所、若しくは歩道のない道路の曲がり角は、適当

な長さで街角を切り取る（隅切りを設ける）ことが必要です。 

 

（１）隅切りの形状および長さ 

隅切りの形状は、切り取る街角の部分が二等辺三角形になることを基準とします。

また、隅切りの長さは、切り取る街角の部分において、二等辺三角形の底辺（斜辺）

の長さとします。 

 

（２）隅切りの設置基準 

（ア）歩道のない道路が同一平面で交差し、又は接続する箇所 

歩道のない道路が同一平面で交差し、又は接続する箇所における隅切りは、原

則として道路の両側に設けることが必要です。（図１の接続点①） 

ただし、道路の曲がり角に接続する場合又は袋路状道路の終端部に接続する場

合等、曲がりが発生する進行方向が１方向である場合は、道路の両側に隅切りを

設ける必要がないことから、片側隅切りで支障ありません。（図１の接続点②③） 

これらの場合において、隅切りの長さは、交差し、又は接続するそれぞれの道

路の幅員に応じて、審査基準のとおりとします。 

 

（イ）歩道のない曲がり角 

歩道のない曲がり角は、隅切りを設けることが必要です。（図１の曲がり角） 

この場合において、隅切りの長さは、曲がり角の前後の道路の幅員に応じて、

審査基準のとおりとします。 

 

（ウ）道路の両側に隅切りを設けることが困難である場合 

曲がりが発生する進行方向が２方向以上あることから、道路の両側に隅切りを

設ける必要がある場合であっても、開発区域の形状や道路の状況により、道路の

両側に隅切りを設けることが困難である場合は、片側隅切りとすることができる

こととします。（図２の接続点④） 

この場合において、隅切りの長さは、交差し、又は接続するそれぞれの道路の

幅員の１級上位の幅員が該当する基準の数値以上とすることが必要です。 

 

 （エ）交差角１３５°以上の場合 

歩道のない道路が同一平面で交差し、又は接続する箇所、若しくは歩道のない

道路の曲がり角であっても、交差角１３５°以上の場合は、隅切りを不要としま

す。 
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図１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例    ：既存道路の幅員     ：開発道路の幅員 

 

    ：開発道路の出入口からの進行方向 

 

接続点① 

開発道路と既存道路が接続する箇所に

おいて、開発道路の出入口から曲がりが

発生する進行方向が２方向あるため、両

側に隅切りが必要となる。 

開発道路の幅員４ｍと既存道路の幅員

６ｍで交差角９０°のため、隅切りの長

さは３ｍ以上となる。 

接続点② 

開発道路と既存道路が接続する箇所において、開

発道路の出入口から曲がりが発生する進行方向

が１方向しかないため、曲がりが発生する方向に

のみ隅切りが必要となる。 

開発道路の幅員４ｍと既存道路の幅員６ｍで交

差角９０°のため、隅切りの長さは３ｍ以上とな

る。 

曲がり角 

開発道路の曲がり角は、隅

切りが必要となる。 

開発道路の曲がり角の前後

の幅員４ｍで交差角９０°

のため、隅切りの長さは３

ｍ以上となる。 

接続点③ 

開発道路と既存道路が接続する箇所において、開発

道路の出入口から曲がりが発生する進行方向が１方

向しかないため、曲がりが発生する方向にのみ隅切

りが必要となる。 

開発道路の幅員４ｍと既存道路の幅員４ｍで交差角

９０°のため、隅切りの長さは３ｍ以上となる。 

切り取る街角 

開発区域 

隅切りの長さ 

開発道路① 

隅切り（両側） 

切り取る街角 

隅切り（曲がり角） 

切り取る街角 

切り取る街角 

隅切りの長さ 

既存道路 

幅員５ｍ 
隅切り（片側） 

幅員６ｍ 

幅員４ｍ 

幅員４ｍ 

幅員４ｍ 

開発道路② 既存道路 

幅員４ｍ 

幅員４ｍ 
隅切り（片側） 
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図２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例    ：既存道路の幅員     ：開発道路の幅員 

 

    ：開発道路の出入口からの進行方向 

 

 

接続点④ 

開発道路と既存道路が接続する箇所において、開発道路の出

入口から曲がりが発生する進行方向が２方向あるため、原則

として両側に隅切りが必要となるが、開発区域の形状、水路

の位置等により、両側に隅切りを設けることができないこと

から、片側隅切りでもやむを得ないとする。 

開発道路の幅員４ｍと既存道路の幅員６ｍで交差角９０°

のため、隅切りの長さは１級上位の５ｍ以上となる。 

切り取る街角 

開発区域 

水路 

幅員６ｍ 

開発道路 

隅切りの長さ 

 

隅切り（片側） 
切り取る街角 

 

既存道路 

幅員４ｍ 
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省令第２４条第６号審査基準 

１ 適当な長さの隅切り 

隅切りの長さは、下表の値以上であること。なお、道路の両側に隅切りを設け

ることが適当である場合であって、やむを得ず片側のみに隅切りを設ける場合は、

該当する基準の１級上位の基準の値以上であること。ただし、交差角１３５°以

上の場合又は道路構造令等に基づき設計されている場合はこの限りでない。 

道 路 

幅 員 
40ｍ以上 

30ｍ以上

40ｍ未満 

20ｍ以上

30ｍ未満 

15ｍ以上

20ｍ未満 

12ｍ以上

15ｍ未満 

10ｍ以上

12ｍ未満 

８ｍ以上

10ｍ未満 

６ｍ以上

８ｍ未満 

４ｍ以上

６ｍ未満 

４０ｍ以上 
12 10 10 8 6         
15 12 12 10 8         
8 8 8 6 5         

３０ｍ以上

４０ｍ未満 

10 10 10 8 6 5       
12 12 12 10 8 6       
8 8 8 6 5 4       

２０ｍ以上

３０ｍ未満 

10 10 10 8 6 5 5 5   
12 12 12 10 8 6 6 6   
8 8 8 6 5 4 4 4   

１５ｍ以上

２０ｍ未満 

8 8 8 8 6 5 5 5   
10 10 10 10 8 6 6 6   
6 6 6 6 5 4 4 4   

１２ｍ以上

１５ｍ未満 

6 6 6 6 6 5 5 5   
8 8 8 8 8 6 6 6   
5 5 5 5 5 4 4 4   

１０ｍ以上

１２ｍ未満 

  5 5 5 5 5 5 5 3 
  6 6 6 6 6 6 6 4 
  4 4 4 4 4 4 4 2 

８ｍ以上 

１０ｍ未満 

    5 5 5 5 5 5 3 
    6 6 6 6 6 6 4 
    4 4 4 4 4 4 2 

６ｍ以上 

８ｍ未満 

    5 5 5 5 5 5 3 
    6 6 6 6 6 6 4 
    4 4 4 4 4 4 2 

４ｍ以上 

６ｍ未満 

          3 3 3 3 
          4 4 4 4 
          2 2 2 2 

       単位  メートル（ｍ） 

       交差角 上段  ９０°前後（６０°超 １２０°未満）           

           中段  ６０°以下 

           下段 １２０°以上 １３５°未満 

 

※「１級上位の基準」とは、該当する基準の１行上かつ１列左の基準とする。 
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第３章 排水施設（法第３３条第１項第３号、政令第２６条、第２９条、省令第２２

条、第２６条） 

 排水施設は、開発区域の規模、地形、予定建築物等の用途及び降水量を勘案し想定

される雨水及び汚水を有効に排出できる能力を有する構造を基準とします。 

また、開発区域外の排水施設等に接続する場合は、その排水能力、利水の状況等を

勘案して、雨水及び汚水を有効に排出できるものとしてください。 

 

１．雨水排水計画 

 

（１）開発区域内の雨水の流出を抑制するために必要な対策量（以下「必要対策量」

という。）の算定に当たっては、開発区域内の雨水量及び開発区域外から流入す

る雨水量を考慮し、久喜市開発行為等指導要綱細則別表第３の雨水流出抑制施設

の設計基準によるものとすること。 

なお、開発区域の面積が５００㎡未満の場合は、久喜市開発行為等指導要綱細

則別表第３の２．雨水排水流出抑制量の算定により、必要対策量を算定すること。 

（２）開発区域内の雨水は開発区域内で処理することとし、必要対策量を満たす雨水

流出抑制施設を設置すること。 

（３）雨水排水流出抑制施設には、汚水排水を流入させないこと。 

（４）開発区域内の雨水のオーバーフロー分の処理は任意とすること。なお、開発区

域外に放流する場合は、放流先となる公共施設等の管理者と協議し、必要な手続

をとること。 

（５）雨水排水計画の計画最大雨水量の算出は合理式を用いて算定すること。なお、

降雨強度値は５年に１回の確率とすること。 

（６）開発区域の面積が１ヘクタール以上の場合は、埼玉県雨水流出抑制施設の設置

等に関する条例について、埼玉県と協議し、必要な手続をとること。 

 

２．汚水排水計画 

 

（１）汚水排水計画は、下水道担当課と協議すること。 

（２）汚水量の算定基礎となる原単位は、４５０㍑／人・日（日最大）とすること。 

（３）汚水の排除方式は、分流式であること（合流区域を除く。）。 

（４）排水施設の容量は、時間最大汚水量で算定されているものであること。 

（５）管渠の流下量は、マニング公式で算定されているものであること。 

 

３．排水施設の構造等 

 

（１）主要な管渠の最小径は、汚水管にあっては、２００ミリメートル、雨水管（開

発区域内の雨水排水流出抑制施設の管渠は除く。）にあっては、２５０ミリメー

トルとすること。 
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（２）暗渠の始まる場所、管径が変化する場所又は複数の管渠が接合する場所は、ま

す又は人孔を設けること。また、管接合は、原則として管頂接合又は水面接合と

すること。 

（３）暗渠構造の排水施設は、管渠の内径又は内法幅の１２０倍を超えない範囲内の

長さごとの管渠の部分のその清掃上適当な箇所に、ます又は人孔を設置すること。 

（４）管渠内の流速は、汚水管にあっては、毎秒０．６メートル～３．０メートル、

雨水管にあっては、毎秒０．８メートル～３．０メートルであること。また、計

画下水量に対しての余裕は汚水管では１００％程度、雨水管では２０％程度を見

込むこと。 

（５）雨水の吐口は、放流先の河川（水路）の護岸施設及び河床を損なわない構造で

あること。 

（６）宅地内の汚水ますは、雨水が流入しないように設計すること（合流区域を除く。

なお、合流区域であっても、汚水ますになるべく雨水が流入しないように設計す

ること。）。 

（７）雨水ますは深さ１５センチメートル以上の泥溜め、汚水ますは相当幅のインバ

ートを管芯の高さまで設けること。 

（８）人孔で内径６００ミリメートル以上の鉄蓋を設置する場合で深さが２メートル

を超える場合は、転落防止梯子を設置すること。 
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第４章 切土・盛土等（法第３３条第１項第７号、政令第２８条、省令第２３条、第

２７条） 

省令第２３条第１項に基づき、盛土をした土地の部分に生ずる高さが１メートルを

こえるがけのがけ面等は、原則として擁壁でおおわなければなりません。また、当該

規定により設置される擁壁は、省令第２７条に規定する基準を満たす構造にする必要

があります。 

 

省令第２７条審査基準 

１ 擁壁の構造 

擁壁の構造は、鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造又は間知石練積み造

その他の練積み造のものとしなければならない。 

 

２ 擁壁の構造計算及び構造 

鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁の構造計算は、宅地造成及

び特定盛土等規制法施行令第９条の規定を準用する。 

また、間知石練積み造その他の練積み造の擁壁の構造は、宅地造成及び特定盛

土等規制法施行令第１０条の規定を準用する。 

 

３ その他の擁壁 

  宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第１７条に基づき国土交通大臣が認定

した擁壁を用いる場合は、認定条件（適用土質、必要地耐力等）に適合している

こと。 
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第５章 災害危険区域等の除外（法第３３条第１項第８号） 

 法第３３条第１項第８号に規定する区域（災害危険区域等）は本市にありません。

したがって、同号ただし書については、適用となる区域がないものとします。 

 

〈参考〉 

法第３３条 

八 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行

為以外の開発行為にあっては、開発区域内に建築基準法第３９条第１項の災害危

険区域、地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり

防止区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成１２年法律第５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域及び特定都市

河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止

区域（次条第８号の２において「災害危険区域等」という。）その他政令で定め

る開発行為を行うのに適当でない区域内の土地を含まないこと。ただし、開発区

域及びその周辺の地域の状況等により支障がないと認められるときは、この限り

でない。 
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第６章 緩衝帯の配置（法第３３条第１項第１０号） 

開発区域の面積が１ヘクタール以上の開発行為にあっては、開発区域やその周辺の

環境を保全するために、騒音、振動等による環境悪化を防止する上で必要な緑地帯等

の緩衝帯を配置することが必要です。 

緩衝帯は、原則として緑地として樹木を植栽する等して、緩衝効果を高めるものに

する必要があります。また、緩衝帯として確保すべき区域を明らかにするため、緩衝

帯の境界には縁石や杭等を設置する必要があります。 

 

１．予定建築物等（政令第２８条の３） 

政令第２８条の３により、本号の対象となる予定建築物等は、騒音、振動等による

環境の悪化をもたらすおそれがある予定建築物等とされています。 

「騒音、振動等による環境の悪化をもたらすおそれがある予定建築物等」に該当す

る予定建築物等の用途は、工場、倉庫その他これらに類する施設とします。 

 

２．緩衝帯の幅員（政令第２８条の３、省令第２３条の３） 

 

緩衝帯の幅員は、予定建築物等の規模に応じて次の表のとおりとします。 

開発区域の面積 

（ヘクタール） 

緩衝帯の幅員 

１．０以上 １．５未満 ４ｍ 

１．５以上 ５．０未満 ５ｍ 

５．０以上１５．０未満 １０ｍ 

１５．０以上２５．０未満 １５ｍ 

２５．０以上 ２０ｍ 

 

３．開発区域が公園、緑地及び河川等に隣接する場合（政令第２８条の３ただし書） 

 

政令第２８条の３ただし書の運用に当たっては、開発区域外にある公園、緑地及び

河川等に隣接する部分はその幅員の２分の１を緩衝帯の幅員に算入できるものとし

ます。 

 

〈参考〉 

政令第２８条の３ 騒音、振動等による環境の悪化をもたらすおそれがある予定建 

築物等の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為にあっては、４メート

ルから２０メートルまでの範囲内で開発区域の規模に応じて国土交通省令で定

める幅員以上の緑地帯その他の緩衝帯が開発区域の境界にそってその内側に配

置されていなければならない。ただし、開発区域の土地が開発区域外にある公

園、緑地、河川等に隣接する部分については、その規模に応じ、緩衝帯の幅員

を減少し、又は緩衝帯を配置しないことができる。 
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第７章 申請者の資力・信用（法第３３条第１項第１２号） 

本号は、開発行為を完了させるため、申請者は資力と信用を有する必要があること

を規定しています。 

 

１．適用範囲 

 

申請者の資力・信用に関する基準の適用関係は、次の表のとおりとする。 

面積・利用形態等 

 

予定建築物等 

１ヘクタール未満 １ヘクタール以上 

自己用 非自己用 自己用 非自己用 

住宅 × 〇 × 〇 

住宅以外の建築物 × 〇 〇 〇 

特定工作物 × 〇 〇 〇 

※〇は基準に適合する必要あり。×は基準なし。 

 

２．資力・信用 

 

「開発行為を行うために必要な資力がある」とは、申請者が計画通りに当該開発行

為を完遂するための資力を有していることをいいます。 

したがって、申請者は、開発行為を完遂することができる事業費を算出し、それに

見合う資金（融資を含む。）を有することを示す必要があります。（例：資金計画書、

残高証明書、融資証明書等） 

「開発行為を行うために必要な信用がある」とは、申請者が開発行為を行うにあた

っての信用を有していることをいいます。 

したがって、申請者は、開発許可の条件を遵守して開発行為を行う見込みがあるこ

とを示す必要があります。（例：申請者が過去に行った開発行為に関する実績等が確

認できる業務経歴書等） 

なお、過去の開発許可制度における処分歴や違反是正指導に従わない常習歴がある

場合等は、ただちに信用があるとはいえません。 

また、税金の滞納がある場合は、資力、信用が両方ともあるとはいえません。 

したがって、申請者は、税金に未納がないこと（法人の場合は法人税、個人の場合

は所得税を対象とする。）を示す必要があります。（例：前年度の納税証明書等） 


